
CFOの岡﨑です。
私から、2014年８月期第３四半期の業績、および
通期の業績見通しについてご説明いたします。





まず第３四半期９ヶ月累計の連結業績ですが、

売上高は1兆880億円、前年同期比22.8％増、

営業利益は1,362億円、同9.9％増、

経常利益は1,411億円、同0.6％減、

純利益は848億円、同4.1％減となりました。

次のスライドで要因をご説明いたします。



まず売上高ですが、1兆880億円と前年同期比22.8％増、2,021億円の増収と
なりました。その内訳ですが、海外ユニクロ事業が1,364億円の増収、
グローバルブランド事業が380億円の増収、国内ユニクロ事業が278億円の増収
となっております。

売上高総利益率は50.6％と、前年同期比0.5ポイント改善いたしました。
粗利益率改善の主な要因としては、国内ユニクロ事業の粗利益率が
同1.7ポイント改善したことがあげられます。

売上高販管費比率は38.1％と、前年同期比2.0ポイント増加しております。
これは、国内ユニクロ事業で売上高販管費比率が同1.3ポイント上昇したこと、販
管費比率の高い海外ユニクロ事業の構成比の拡大によります。
これらの結果、営業利益は1,362億円、前年同期比9.9％の増益でした。

経常利益につきましては1,411億円と、前年同期比0.6％減となっております。

これは、為替差益が今期末では53億円でしたが、前年では178億円だった

ことから、前年同期比で為替差益が125億円減少したことによります。

純利益は848億円、前年同期比4.1％減となりました。

今期は営業外の為替差益が前期より大幅に減少したことから、経常利益と純利

益については、予想通り減益となりました。ただし、ユニクロ事業の好調

により、営業利益ベースでは増益を達成しております。



グループ事業別の業績は、こちらのスライドの通りです。

第３四半期累計では国内ユニクロ事業の売上高は5,694億円、営業利益は948億円、海
外ユニクロ事業の売上高は3,277億円、営業利益は343億円、
グローバルブランド事業の売上高は1,888億円、営業利益は149億円と、
全セグメントで増収増益を達成いたしました。



ここからは各事業についてご説明いたします。

まず国内ユニクロ事業ですが、第３四半期３ヶ月間の売上高は、
前年同期比6.1％の増収、営業利益は同27.1％の増益となりました。

これは、４月に発表いたしました直近予想に比べて、売上高で約15億円、
粗利益率改善により、営業利益は約30億円上回る結果となっております。



まず、国内ユニクロ事業の売上高について、詳細をご説明いたします。
第３四半期３ヶ月間の売上高は1,638億円と、前年同期比6.1％の増収
でした。これは主に、既存店売上高が2.8％増となったこと、スクラップ&ビルド
による店舗の大型化により１店舗当たりの売上高が増加したこと、５月末の
直営店舗数が前年同期末比で８店舗増加したことによります。

３月から５月の３ヶ月間は、気温が順調に上昇したことから、エアリズム、UT、
ステテコ・リラコ、ドライ系ボトムスなど、春夏のコア商品の販売が好調でした。
それに加え、スカート、ブラウスなどの新商品も増収に寄与いたしました。

４月1日から消費税が増税となりましたが、３月の駆け込み需要もほとんどなく、４月
以降の販売も好調で、特に影響は見られませんでした。

既存店売上高2.8％増の内訳は、客単価で5.6％の増加、客数で2.7％の減少となっ
ております。客単価が5.6％増となった要因は、エアリズムの好調による
買い上げ点数増と、ジーンズ、スマートスタイルパンツなどのボトムスが好調だった
ことによる一品単価の増加です。一方で、客数は2.7％減少しておりますが、これは
昨年の客数がプラス16％と大幅に増加した反動によるものです。

すでにお知らせしている通り、６月の既存店売上高は、月を通して夏物コア商品の
販売が順調に推移し、前年比で2.6％の増収となっております。



次に、国内ユニクロ事業の第３四半期３ヶ月間の売上高総利益率ですが、

52.6％と前年同期比3.9ポイント改善いたしました。

なお、内部取引の影響を除いた従来ベースでの売上高総利益率は、

前年同期比2.7ポイント改善、直近予想に対しても上回る水準となりました。

第３四半期は、春夏のコア商品や、新商品の販売が好調だったことから、

値引き率を計画通りコントロールすることができました。その結果、

売上高総利益率は前年に比べて大幅に改善いたしました。



第３四半期３ヶ月間の売上高販管費比率は37.6％と、前年同期比1.4ポイント
上昇しておりますが、これは金額、比率ともにほぼ計画通りとなっております。

経費比率が1.4ポイント上昇した内訳は、人件費比率で1.3ポイント、
その他経費比率で0.5ポイント、賃借料率で0.2ポイント増えた一方で、
広告宣伝費が0.6ポイント減ったことによります。

人件費比率の上昇は、主に、パート・アルバイトなどの店舗人件費を増やした影響
によります。その他経費比率の上昇は、定番商品を中心に在庫を増やしたことによ
り、物流費・倉庫費が増加したこと、および物流コストの上昇による
ものです。賃借料率の上昇は、都心部の大型店やショッピングモールの店舗の売
上高構成比が高まったことによります。

また、広告宣伝費の減少は、去年増加したチラシ広告料などをコントロール
したためで、通期の広告宣伝費比率は、前年と比べほぼ横ばいを
予想しております。



次に、海外ユニクロ事業についてご説明いたします。
第３四半期３ヶ月間での売上高は956億円、前年同期比57.7％増、
営業利益は63億円、同75.3％増と計画通り、大幅な増収増益となりました。

グレーターチャイナ、韓国、欧州については、好調な既存店売上高の伸びが続
いたことで、計画を上回る増収増益を達成いたしました。
一方で、米国、東南アジア・オセアニア地区では、出店経費などが増加したこと
により、これらのエリアは減益となっております。

海外ユニクロ事業全体の５月末の店舗数は前年同期末比188店舗増の
598店舗まで拡大いたしました。



次に、各エリアの第３四半期の業績トレンドですが、

中国、香港、台湾といったグレーターチャイナでは、計画を上回る大幅な増収
増益となりました。中国では、順調な出店が続いていることに加え、UTや
カットソー、シャツといった商品が好調で、既存店売上高の２桁増収が継続
しております。台湾でも春夏コア商品に加え、キッズ商品の販売が好調で
既存店売上高は２桁増収を達成いたしました。グレーターチャイナ全体で、
５月末の店舗数は355店舗に達しております。

韓国でも、既存店売上高の増収が続き、計画を上回る大幅な増収増益を達成いた
しました。５月末の店舗数は132店舗に達しております。

シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、インドネシア、オーストラリアと
いった東南アジア・オセアニア地区では、増収減益となりました。この３ヶ月間では、
東南アジア地区では、売上高が計画を下回ったことから、前年同期比で
減益となっております。一方で、４月にオーストラリアに初出店したメルボルン店は、
計画以上の売上を達成し、業績は好調に推移しております。

米国では、売上は好調でしたが、来期に予定しておりました３店舗の出店を前倒し
する出店経費増などにより営業利益は若干計画を下回り減益となり、
赤字が継続しております。ニューヨークの３店舗の売上高は２桁増収と好調を維持
しております。また、今期９ヶ月間でオープンしたショッピングモール
14店舗のうち、特に西海岸での店舗の売上が好調に推移しております。
なお、９ヶ月累計の米国事業の赤字幅は前年に比べて縮小しております。

英国、フランス、ロシア、ドイツといった欧州事業では、売上高、営業利益ともに計
画を上回ることができました。既存店売上高は２桁増収と好調に加え、
４月にドイツへ初出店したベルリンのグローバル旗艦店も順調な売上となって
おります。



４月11日にドイツ1号店として、グローバル旗艦店をベルリンにオープン

いたしました。売場面積は約800坪と欧州では最大規模です。

ヒートテックを通年で販売するなど、機能性を打ち出し、競合他社との違いを強調

するマーケティングを行った結果、順調なスタートを切っております。

また、４月16日にはオーストラリア１号店の「エンポリアム メルボルン店」をオー

プンいたしました。オーストラリアは南半球に位置するため、冬シーズンの品揃え

でスタートしております。オープン前には1,000名以上のお客様が

行列されるなど、大変な賑わいとなっております。オーストラリアでは、

来期はシドニーへの出店も予定しております。



グローバルブランド事業の第３四半期３ヶ月間の売上高は635億円、
前年同期比15.3％増、営業利益は57億円、同17.6％増と、増収増益と
なりました。売上高は計画を上回りましたが、営業利益は計画を若干
下回っております。

ジーユー事業は、第３四半期の既存店売上高が若干の減収となったことから、売
上高、営業利益ともに計画を下回り、営業利益は前年同期比横ばいと
なりました。なお、９ヶ月間累計のジーユー事業の営業利益は、
計画を下回るものの、若干の増益となっております。

セオリー事業は、計画通りの増収増益を達成いたしました。日本のセオリー
事業の既存店売上高は前年並みで増益、米国セオリー事業は米国の
景気低迷の影響を受け、若干の減益でした。なお、９ヶ月間累計の
セオリー事業全体の営業利益は、前年並みとなっております

Ｊ Ｂｒａｎｄ事業も、売上が計画を下回り、赤字が継続しております。

コントワー・デ・コトニエ事業は、秋冬に続き、春夏コレクションも好調だった
ことから、計画を上回る増収増益となりました。

プリンセス タム・タム事業は、売上高が計画を下回ったことから、営業利益は計画
を若干下回る減益となりました。



次に2014年５月末のバランスシートのご説明をいたします。

総資産は9,557億円と、前年同期末比447億円増加いたしました。

これは、流動資産が同262億円増加したこと、および固定資産が同184億円

増加したためです。

詳細については、次のスライドでご説明いたします。



まず、流動資産が262億円増加した要因をご説明いたします。
現金・預金及び有価証券の合計額は3,392億円と、前年同期末比で249億円
増加いたしました。これは、海外ユニクロ事業をはじめとする各事業の
営業キャッシュ･フローが増加したことによります。

期末のたな卸資産は1,704億円と、同512億円増加しております。国内ユニクロ事業の５月
末の在庫は同171億円増加いたしました。これは主に、通年で販売する定番
商品を増やしたことによります。海外ユニクロ事業の在庫は、前年同期末比で283億円増
加しております。これは、５月末の店舗数が同188店舗増えたことによります。
グローバルブランド事業の在庫は、同39億円増加しております。これは、ジーユー
事業、セオリー事業の事業拡大に伴って在庫が増加したことによります。

為替予約勘定は、資産側で964億円と前年同期末比680億円減少いたしました。国内ユニ
クロ事業では、長期的なヘッジ方針に従って為替予約を行っております。 ５月末の為替
レートが、保有する為替予約の平均レートより円安となったことにから為替予約勘定964億
円を計上いたしました。ただし、保有する為替予約の平均レートが円安になったことにより、
期末レートとの乖離が縮小したため、為替予約勘定は前年同期末比で680億円減少いた
しました。なお、ヘッジ会計を適用しているため損益への
影響はございません。

固定資産は、前年同期末比で184億円増加しております。これは、海外ユニクロ事業、グ
ローバルブランド事業の店舗数がそれぞれ同188店舗、108店舗増加したことに
より、有形固定資産が同181億円増加したことによります。



次に、第３四半期累計のキャッシュ・フローについてご説明いたします。

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,132億円の収入となりました。

ユニクロ事業をはじめとする各事業の利益貢献が1,415億円と収入が増加する一

方で、運転資金は期末日が銀行休業日であったため、売上債権の多くが未決済

となっていることにより、249億円の支出となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは393億円の支出となりました。

支出の主な内訳としては、有形固定資産の取得で303億円、システム投資

などによる無形固定資産の取得で46億円となっております。

なお、第３四半期累計の設備投資額は414億円、内訳としては、

国内ユニクロ事業で66億円、海外ユニクロ事業で233億円、

グローバルブランド事業で65億円、システム投資で45億円となっております。

財務活動によるキャッシュ・フローは、357億円の支出となりました。

主な内訳としては、配当金の支払額311億円の支出となっております。

以上の結果、2014年５月末における現金及び現金同等物の期末残高は

3,390億円となりました。



ここからは、2014年８月期の通期業績予想についてご説明いたします。

９ヶ月累計の国内ユニクロ事業では、営業利益が約30億円の上ブレ、
海外ユニクロ事業の営業利益はほぼ計画通り、
グローバルブランド事業の営業利益は若干の下ブレとなっておりますが、通期
のセグメント別の業績予想については、今回は、変更しておりません。



連結ベースでの通期の業績予想につきましては、当期純利益を880億円から、780
億円へ減額修正いたしました。

これは、J Brand事業において、赤字が今期も継続しているため、現段階では
減損損失の兆候があるかを含め検討しており、減損損失の可能性について
否定することは難しいため、100億円を新たに織り込み、特別損失を160億円とした
ことによります。

この結果、通期の業績予想は、売上高1兆3,700億円、営業利益1,455億円、
経常利益1,495億円、当期純利益780億円を見込んでおります。

また、本日リリースにて発表いたしました通り、10月に予定しております2014年８月
期通期の業績から、国際会計基準（ＩＦＲＳ）を導入する
予定です。

弊社の場合、ＩＦＲＳ導入により、のれんの償却が無くなることや、為替の影響など
で、当期純利益では、今期は約40億円の押し上げ要因が
ございます。ただし、J Brandの減損損失が発生した場合、IFRSベースの
当期純利益は日本基準予想の780億円と同水準となる見込みです。

なお、配当金につきましては、既に実施した１株当り中間配当金150円と、
期末配当金150円をあわせて、年間配当金300円を予想しております。
以上で私からの説明を終わります。

ありがとうございました。










